
■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

原村では、構想目標年度の３０年後である令和３４年度に向け、利用者(住民)の立場から見た
指標と事業者から見た指標として、県下の統一指標のほか、当村の現状を把握した上で、オリ
ジナル指標を設定し、短期、中期、長期の目標を以下のとおり設定しました。 
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 ○○町は、中心部に○○川が流れその川を中心とした自然環境豊かな宿場町とし
て発展してきました。 

この自然環境や水環境を後生に残すため、平成○年から生活排水対策（下水道、
農集排、浄化槽）を進めてきましが、人口減少や高齢化の進展など社会情勢の変化
への対応が求められています。 

また、生活排水施設は、機能の維持や利用者である住民の皆様の利便性や快適性
を持続していくため、今後とも適切な維持管理のもと運営を行っていく必要があり
ます。 
 このため、50 年先を見据えた経営計画に基づき、処理場の統合、汚泥処理の集約
化、維持管理の効率化等を検討し、生活排水施設の持続的な運営と良好な水と資源
の循環を目指すため、20 年後までの生活排水対策の構想である「○○町 水循環・
資源循環のみち２０１０」を策定しました。 

原村『水循環・資源循環のみち２０２２』構想 

令和４年度策定  

 原村は、八ヶ岳の西側裾野に位置し、農業を主な基幹産業とした自然環境豊かな
農村として発展してきました。 
 この自然環境や水環境を後世に残すため、昭和６０年代から生活排水対策として、
諏訪湖周辺市町村を区域とする諏訪湖流域下水道事業の流域関連特定環境保全下水
道事業をはじめ、合併浄化槽の設置促進などを実施してきましたが、空き家の増加
など社会情勢や生活環境の変化に対応が求められています。 
 また、生活排水施設は、機能の維持や利用者である住民の皆様の利便性や快適性
を維持していくため、適切な維持管理のもと運営を行っていく必要があります。 
 このため、２０１０年から５０年先を見据えた経営計画に基づき、下水道接続率
の向上、汚泥処理の集約化、維持管理の効率化等を検討し、生活排水施設の持続的
な運営と良好な水と資源の循環を目指すため、３0年後までの生活排水対策の構想
を見直し、「原村 水循環・資源循環のみち２０２２」を策定しました。 

原村の指標と目標 

利用者(住民) 

の立場から 

見た指標 

事 業 者 ( 市 町

村)の立場から

見た指標 

長期目標(R34) 
(2052 年)目標 

中期目標(R14) 
(2032 年)目標 

短期目標(R9) 
(2027 年)目標 

現状(R2) 
(2020) 

■利用者（住民）の立場から見た指標 
（1）暮らしの快適さと安全を表す評価項目 

A快適生活率(%)：91.3→90.0→90.0→90.1【県下統一指標】 
 ※生活排水施設を実際に利用できる人口の割合を示します。 
①まちなかトイレ設置率(％)：1.8→4.0→2.1→2.3 
 ※公衆トイレ等の事由に利用できる状況を表した割合を示します。 

（2）環境への配慮を表す評価項目 
B環境改善指数(%)：71→79→85→93 【県下統一指標】 
 水辺に親しむ、又は水辺の動植物等について把握する取組や共有化の取組を検討し目標

値の増加を目指します。 
②浄化槽適正管理率：75.2→75.7→76.2→80.0 

  ※11条検査判定が適正又は概ね適正の割合を示します。 
（3）生活との関連性を表す評価項目 

C情報公開実施指数(%)：46.7→67.8→68.9→80.0【県下統一指標】 
 ※生活排水に関する情報公開の状況を示します。 
③環境学習開催率：0→50.0→100→100 
 ※水環境への意識及び知識の向上のための環境学習を進めます。 
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設計画のタイムスケジュール 

■事業者（市町村）の立場から見た指標 
（1）事業の達成度を表す評価項目 

D汚水処理人口普及率(%)：92.9→93.0→93.0→94.6【県下統一指標】 
 ※合併浄化槽や下水道への接続に対する割合を示します。 
④未普及解消率(%)：9.1→10.0→5.0→5.0 
 ※未普及世帯のうち下水道接続した割合を示します。 

（2）環境への貢献を表す評価項目 
Eバイオマス利活用率(%)：72.3→95.9→96.8→100.0 【県下統一指標】 
 ※流域下水道終末処理場で発生するバイオマスがどのくらい利活用されているかをしめ

しています。 
⑤浄化槽清掃実施率：15.0→22.0→28.0→50.0 

  ※浄化槽の清掃率を示します。 
（3）経営改善の状況を表す評価項目 

F経営健全度(%)：63.0→85.0→101.0→100.0【県下統一指標】 
 ※特定環境保全下水道事業が健全に経営できているかを示します。 
⑥経営への積極度指数率：70.7→71.3→71.6→72.0 
 ※終末処理場への流入量のうち、有収流入量の割合を示します。不明水として下水道管

へ流入する量の減少を目指します。 

原村では、経営計画に基づき構想の具現化及び目標達成のため、短期、中期、長期及び超長
期にわたっての施設計画等のタイムスケジュールを以下のとおりとしています。 

住民参画への取組 

諏訪湖浄化、快適生活環境に対し、住民の関心は非常に高く、普及率も９０％を超えている

ことから、更なる普及率等の向上に向け、未接続世帯への戸別訪問や未接続事由の解消による

接続促進、接続費用の融資あっせんや補助等の再検討を強化して実施します。  

 また、「維持管理」を中心に経営しているため、下水道への正しい排水方法や排水可能な汚

水排水の基準などを再認識してもらい、今後、実施される管渠の改築・更新、使用料の見直し

への理解を深める啓発活動を行います。  
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構想期間 H22(2010)～R34(2032) 

短期 

(2027)

中期 

(2032)

長期 

(2052) 

 

長寿命化対策 

耐震化対策 

構想策定 

(2010) 
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活排水エリアマップ 2022（概要図） 

原村『生活排水エリアマップ 2022』 

令和４年度策定  

 原村の生活排水施設整備は、昭和６３年の特定環境公共下水道事業から始まり、平
成７年のエリアマップを基本とし、適宜状況の変化に対応した見直しを行い、整備が
進んできました。 

生活排水エリアマップ2022では、持続可能な生活排水施設の観点から経営計画を
長期にわたって検討した上で、施設配置や統合などを含め将来のマップを作成しま
した。（なお、詳細図については、別添図を参照） 

■「生活排水エリアマップ 2022」の概要 
原村での下水道の面整備は終了しています。今後、生活排水処理では、下水道接続のための

公共枡の設置されていないところには、ご自分の費用で接続されるか、下水道区域外では、合
併処理浄化槽による処理となります。 
 

(特環)原第一処理分区 

(特環)原第二処理分区 (特環)下水道接続区域 

個人設置型浄化槽区域

弓振川 

阿久川 
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震対策へ向けた取組について記載 

（1）地震被害想定への取組 

・災害時には停電が想定されます。村内にはマンホールポンプが 17 箇所あり、そのうち 7 箇

所に非常用発電機が設置されています。発電機のない箇所では移動式の発電機による対応を

します。 

（2）浸水被害への取組 

・当村では現在、浸水被害の想定される地域はありませんが、短時間の局地的大雨等による被

害を防ぐため、改めて浸水被害の想定区域の設定、対策の検討を進めていきます。 

（３）防災・減災対策の取組 

 ・大雨による下水道管渠への侵入水に対して、対策を検討していきます。なお、流域下水道事

務所や関連市町村と協働し、雨水対策を実施していきます。 

・令和２年度に改定した下水道事業業務継続計画、原村地域防災計画に基づき、緊急連絡体制、

被災時の復旧体制の確立を行います。 
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原村生活排水アクションプランへの取組

防災・減災対策への取組 

（1）未普及地域への取組 
・傾斜等による接続困難地以外の住宅密集エリアにおいてはほぼ計画区域になっており、区

域内における下水道の普及率については９８．１％となっています。区域内において整備
は完了しているため、農地転用等による接続が可能な宅地は自営工事での接続となります。

・山間部等の未普及地においては下水道布設が困難であるため、計画区域外となっており、
合併処理浄化槽の設置により処理をしています。 

 
（2）浄化槽整備に関する取組 
 ・浄化槽区域での建物の新築や改築、トイレなどの水回りの改築の際は、合併浄化槽の設置

による生活排水処理を推進しています。 
 ・普及促進のために定住を前提に設置する場合には浄化槽設置補助金を交付しています。 
 

■将来人口と整備手法別人口割合等のデータを記載
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原村『バイオマス利活用プラン 2022』 

令和４度策定   原村の生活排水施設系から発生する汚泥（バイオマス）は、下水道から発生するも
のは豊田終末処理場(クリーンレイク諏訪)、浄化槽汚泥、し尿は南諏衛生センターで
処理しています。浄化槽汚泥、し尿のバイオマス利活用はありません。 
 浄化槽汚泥、し尿処理施設は老朽化もあり、今後の在り方についての検討、バイオ
マス利活用を目指します。 

原村におけるバイオマス利活用プラン 

■汚泥処理の現状 
 下水道 
・各家庭・事業場から下水道管渠へ排出される汚水は、全てクリーンレイク諏訪に集められ、

処理されています。 
 くみ取り・合併浄化槽汚泥 
・令和2年の浄化槽汚泥は9.4DS-ｔ、し尿は29.4DS-t発生し、全て南諏衛生センターにて焼

却後、埋立処理を行っています。し尿については浄化槽の普及や下水道への接続、人口減少
によって緩やかに減少していく見込みです。 

原村バイオマス利活用アクションプラン 

■原村のプランを記載 
【短期】 ・し尿、浄化槽汚泥は、南諏衛生センター延命による処理。 

・南諏訪衛生センターの今後のあり方について検討。 
【中期】 ・浄化槽汚泥、し尿の別の処理施設への運搬処理等の検討。 
【長期】 ・浄化槽汚泥、し尿の建材等への利活用を検討 
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

【短期】  ・汚泥焼却灰のセメント資源化  

・消化ガスを利用した発電  

・汚泥の新たな再資源化（リン回収等）の検討  

【中期】  ・周辺の生活排水処理施設等からのバイオマス受入れについて随時協議  

【長期】  ・地域バイオマスの集約・利活用を検討  

 

 

諏訪湖流域の広域的なバイオマス利活用プラン  

「諏訪湖流域下水道」バイオマス利活用プラン  
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原村『経営プラン 2022』 

令和４年度策定  

 原村では、昭和63年に公共下水道が供用開始して以来、計画区域内全部が供用開
始済みとなっています。その経営状況は、使用料収入のほか、一般会計からの繰入に
より賄われています。 

このため、将来にわたって持続可能な経営を検討していく必要があり、50年先の
状況まで見通した上で、構想の策定目標年度の20年後までにできる改善計画を検討
し、「経営プラン2022」を策定しました。 

■各事業者による経営計画の内容を記載 
 ・当村の特定環境保全下水道事業は地方公営企業法を適用しており、現在も黒字決算を継続

しているため、経営状況は順調といえます。企業債残高等の減少により、キャッシュフロ
ーは必要額を確保出来ると見込んでいますが、管渠の耐用年数経過や劣化に伴う維持管理
費・改築費用は増大していく見込みです。 
さらに人口減少に伴う使用料収入の減少や有収水量の減少による汚水処理原価の増加が
想定されるため、早期に管渠の劣化状況や供用開始からの経過年数の把握が必要となりま
す。 

今後、布設後４０年を経過し、整備が必要となる管渠はR17を目途に増大する見込みで、
計画的で効率的な計画策定を実施する必要があるほか、修繕等に管渠の長寿命化を図る必
要がありますため、計画策定・維持管理の適正化の事業実施を進めていきます。 

■管理経営の方法について 
 ・本村は諏訪湖流域下水道の関連公共下水道として事業実施しているため、単独での処理場

を保有しておらず、処理区域は流域下水道へ統合されています。 
 ・村内の下水道管渠やマンホールポンプの点検等、普段の維持管理は直営で実施し、毎年実

施している管路調査やマンホールポンプの点検・清掃、修繕は民間委託により実施してい
ます。 

・新規の建設事業が無いため、維持管理に必要な人員が減少しています。そのため、今後の
人材確保が難しくなっており、包括的民間委託の導入や維持管理や改築に係る人員の育成
などを検討していきます。 

 
■浄化槽管理の方法について 
 ・浄化槽の維持管理にかかる市町村の取組等 
  新規浄化槽設置者や売買等によって新しく浄化槽管理者となった方に環境省が作成した浄

化槽自己管理マニュアルを送付し法定検査等の管理について周知しています。今後も浄化
槽管理の義務について広報誌へ掲載する等の啓発活動を行います。 

 ・長野県浄化槽協会と連携し、法定検査の未実施世帯など管理不足の浄化槽については、随
時、必要な指導を実施していきます。 

 ・下水道区域外の定住世帯において、浄化槽の設置に伴う新規の排水設備(トレンチ)の設置
に関しては、村単独での補助金制度を導入しており、設置者の負担軽減による促進を実施
していますので、今後も継続していきます。 

原村における生活排水の経営計画 

■今後の経営計画 
 管渠延長などの新規事業は無く維持管理を中心に経営していく計画です。今後、下水道管渠
の耐用年数経過に伴う改築費用増加が予想されるため、アセットマネジメント計画等を基にス
トックマネジメント計画、効率的な管渠改築計画の策定を行っていきます。長期的な観点から
改築費用が急激に増加することが無いよう、管渠の劣化状況を調査し、早期に修繕を行うよう
事業を進めていきます。 
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 
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構想期間H22(2010)～R34(2052)
起債元利償還金（百万円）

使用料収入（百万円）

管理運営費（起債元利償還金＋維持管理費）（百万円）

維持管理費（百万円）

整備費

経営基盤の向上対策 

■経営基盤を向上させるための取組について記載 
 ・一人当たりの運営費、負担額は31000円となりますが、今後、布設替等が開始する時期

には更なる増加が見込まれます。 
・現在は人口増加傾向となっていますが、今後、人口減少に転じる予想がされます。また、

社会情勢や生活環境の変化に伴う有収水量の減少により、使用料収入は減少となる見込み
です。そのため、短期ごとの見直しによる使用料の値上げの可能性があります。 

・下水道区域内の未接続世帯に対し、個別訪問や阻害要因の把握などにより、早期接続を促
進していきます。 

・平成２９年に策定した「原村下水道事業経営戦略」に基づき、経費削減や経営の適正化を
図っていきます。 

経営計画 

広域化による管理経営 

■広域化による管理経営についての検討内容を記載 
 現在、岡谷市、諏訪市、茅野市、下諏訪町、富士見町、原村、立科町に供用されている諏訪
湖流域下水道の関連事業として、特定環境保全下水道事業を経営しています。村内の管渠やマ
ンホールポンプなどについては当村で維持管理を行い、流域下水道の管渠及び、週末処理場の
維持管理は長野県が実施、維持管理費を関連市町村で負担しています。 

短期 

(2027) 

中期 

(2032) 

長期 

(2052) 構想策定 

(2010) 
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■原村「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

 

 

 

 

 

 

現状把握 効果検証結果 見直し方針 

令和２度末現在の各指標は次

のとおりです。 

Ａ指標 91.5％、①指標 78％ 

Ｂ指標 71％、②指標 100％ 

Ｃ指標 45.6％、③指標 0％ 

Ｄ指標 92.9％、④指標 18％ 

Ｅ指標 72.4％、⑤指標 15％ 

Ｆ指標 49％、⑥指標 2.6％ 

Ａ指標は、目標の９8％に達

していません。原因は下水道

利用人口と浄化槽利用人口の

見直しによる数値の変化と考

えられます。 

Ｂ指標は、目標の 97%に達

していません。原因は水辺に

親しむ、水辺の動植物の把握

に関する取組を行っていない

事と目標を高く設定しすぎた

事と考えられます。 

C 指標は、目標の 93.3%に達

していません。原因はアンケ

ート調査や学習会の実施がな

かった事や目標を高く設定し

すぎた事と考えられます。 

Ｄ指標は、空き家や未接続世

帯の高齢化などの理由により

目標が達成できませんでし

た。 

Ｅ指標は、目標の 74.6%に達

していません。浄化槽汚泥、

し尿等はバイオマスの利活用

をしておらず、埋立処理され

ている事が原因だと考えられ

ます。 

  

Ａ指標は、令和９年の目標９

８％から９７％に変更し、目

標達成するように、取組を検

討します。 

Ｂ指標は、令和 9 年の目標を

79%に変更し、目標達成に向

け、水辺の動植物の把握に関

する取組や共有化に対して新

たな視点からの取組を検討し

ます。 

C 指標は、達成できなかった

環境学習の開催や維持管理に

関わる情報や Q＆A など情報

公開の拡充を実施します。 

D 指標は、下水道と合併浄化

槽の接続世帯と未接続世帯の

実情を把握し、普及対策を検

討していきます。 

E 指標は、浄化槽汚泥、し尿

のバイオマス利用可能施設へ

の持込等を検討します。 

①②③④⑤⑥については、原

村の現状に合わせた目標の再

設定と目標値の見直しを行っ

ていきます。 

 

 

現状把握と効果検証 

■原村「水循環・資源循環のみち２０１５」構想の見直しに当たり、事業者が構想における現
状把握と効果検証を行いました。その結果は次のとおりです。 
また、その結果を基に今回見直しを行いました。 
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